
IRD、FSIE税制に関する追加ガイダンスを提供

内国歳入局（以下、「IRD」）のウェブサイトに掲載された国外源泉所得非課税制度（以下、「FSIE税制」）に関する
よくある質問（以下、「FAQ」）の4項目において、以下の点が明確化されました。

• 会計処理において持分法に基づいて投資者が認識した関連会社の利益は、当該関連会社が実際にその
利益を配当すると宣言するまで、投資者はその利益の一部を配当金として受け取ったとは見なされません。

• 課税対象となる「譲渡益」を得るために生じた直接費用は、一般に損金算入が認められます。ただし、資本
性の間接費用は、内国歳入法（以下、「IRO」）のセクション17（1）（c）の規定により、依然として損金算入で
きません。

• （i）債券の償還、（ii）転換社債の株式への転換は、いずれも「譲渡」とは見なされないため、「譲渡益」には該

当しません。ただし、割引発行されたゼロクーポン債については、償還価格と取得価額との差額は「利子」と
して扱われます。

• 香港と経済的関連性のない海外子会社の株式を現物配当として受け取った場合、通常、当該株式を香港
に持ち込んでも、納税者が配当金を「受領した」とは見なされません。

これらの新たなFAQは、関連するFSIE税制に関する問題への対処方法について、さらなる指針を提供するもので
すが、他の具体的な状況への適用については依然として複雑な場合があります。FSIE税制の各規定に関するご
質問がございましたら、ご担当の税務専門家にご相談ください。
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FAQ No. 5

質問：

香港会計基準（HKAS）第28号によれば、関連会社への投資は持分法を用いて会計処理することが求められます。この方法で

は、関連会社への投資は当初取得原価で認識され、その後の保有期間中、投資先の利益または損失のうち投資者の持分に相

当する部分を反映するため、帳簿価額が増減されます。

海外関連会社に関する持分法投資損益が納税者の損益計算書に計上される場合、これはFSIE税制の適用において配当所得

と見なされるのでしょうか？

IRD側の回答：

持分法による会計処理では、関連会社の損益に基づく持分割合による帳簿価額の調整は、投資者が保有する関連会社に対す

る持分の価値変動を表しています。この調整は、投資者の関連会社への投資の帳簿価額を増減させるだけのものであり、関連

会社から投資者への利益の分配には該当しないため、配当金とは見なされません。一方、関連会社が利益の一部を投資者に

分配する時点で、その分配額はFSIE税制の目的において配当金として扱われます。

EYの論評：

EYはIRDの上記事項に関する説明を歓迎します。ただし、海外関連会社（または合弁事業）が宣言した配当は、FSIE税制下で

は課税対象所得と見なされます。

海外関連会社（または合弁事業）による配当の宣言は損益計算書には認識されないため、受取人は「関連会社または合弁事業

への投資」勘定の変動によって未払配当を追跡し、税務報告義務を適切に履行する必要があります。

FAQ No. 8

質問：

IROのセクション15Hの下では、「譲渡益」とは、資産の譲渡から得られる利益を指します。香港外源泉の譲渡益がFSIE税制の

対象となる場合、IROのセクション15I（1）（b）の規定により、資本資産の譲渡から生じたものとは見なされません。この場合、当

該資産の譲渡に関連する費用は、資本性であっても、損金算入が可能でしょうか？

IRD側の回答：

IROのセクション15Qは、セクション15I（1）の下で事業所得税が課される特定の国外源泉所得のために生じた支出または費用

は、IROのパート4（事業所得税）の第4節に従って損金算入が認められると規定されています。譲渡益がFSIE税制の下で事業

所得税の課税対象となる場合、譲渡益の発生に伴って生じた支出・費用は、IROのセクション15Qに従って損金算入されます。

通常、資産の譲渡額は、当該資産の取得価額および当該資産の売買に係る直接費用（弁護士費用、印紙税など）を上回る譲渡

収入となります。資本性支出（機械設備の導入に伴う資本的支出など）は、セクション17（1）（c）の規定により、損金算入の対象

とはなりません。

EYの論評：

セクション15I（1）（b）では、特定国外源泉所得は、たとえ資本資産の譲渡によって生じた場合であっても、「資本資産の譲渡か

ら生じたものではない」と見なされると規定されています。

この場合、当該資産の取得原価およびその他の直接費用は損金算入できる損益項目として扱われます。すなわちIROのセクシ

ョン17（1）（c）に基づく損金算入できない資本的支出と見なされることはありません。

一方、IRDは、IROセクション15Iに基づき課税対象となるのは譲渡益であることを理由に、IROパート4の損金算入の対象となる

のは間接的な費用に限られるとの立場を取っている可能性もあります。

ただし、その他の資本性間接費用（例えば、譲渡益を生み出すために使用された設備や機械など）は、その性質が変わらないた

め、IROセクション17（1）（c）に基づき損金算入が認められません。

なお、この場合、納税者は当該設備や機械について税務上認められる減価償却の損金算入を請求することは可能です。



FAQ No. 13

質問：

納税者は、香港の親会社（以下「親会社」）を有し、香港外に完全子会社（以下「子会社」）を有しています。当該子会社は、香港

外で設立された投資先の事業体（以下、「被投資会社」）の株式を現物配当として納税者に譲渡し、その後、納税者はこの現物配

当資産（すなわち、被投資会社の株式）を親会社に現物配当しました。当該被投資会社は香港において、いかなる事業活動、事

業拠点、または従業員も有しておらず、その中央管理・統制は香港以外で行われています。この場合、当該子会社から納税者に

対して行われた現物配当は、香港にて受領されたものと見なされるでしょうか？

IRD側の回答：

被投資会社は香港外で設立された海外企業であり、香港に事業活動、拠点、または従業員を有していません。また、その中央管

理・統制は香港外で行われています。このような状況では、当該子会社が納税者に分配した被投資会社の株式は、一般的に香

港に保有されているものとは見なされません。したがって、納税者が受領するこのような国外源泉の配当は、FSIE税制の下では

香港で受領されたものには該当しません。また、当該配当は、香港で行う事業や業務に関連して発生した負債の履行に充てられ

たものとは扱われません。

EYの論評：

IRDは既に、株式が動産として扱われる場合において、その株式が香港に持ち込まれるかどうかを判断する際には、会社の登記

地、上場状況、事業運営の実態、香港との経済的関連性といった要素を考慮する旨を示しています。単に株券が香港に物理的

に存在するだけでは、その株式が「香港に持ち込まれた」と見なされるには不十分です。

被投資会社が香港と経済的関連性を有さず、その経営・管理が香港外で行われているため、当該納税者が受け取る国外源泉

の現物配当は「香港に持ち込まれた」とは見なされず、IROのセクション15H（5）（c）に基づく「香港にて受領した」ものには該当し

ません。

上記の事例は、セクション15H（5）（c）に関する従来のIRDの見解を改めて示したものです。

セクション15H（5）の他の2つの要件は、（a）現金収入が実際に香港に送金されるか、または香港に持ち込まれるかどうか、およ

び（b）当該収入が香港で行う事業の負債の履行に充てられるかどうか、というものです。

この場合、当該配当が現物配当であるため、セクション15H（5）（a）は適用されません。また、子会社からの現物配当資産を親

会社に配当することも、セクション15H（5）（b）に規定される「香港で行う事業に関連する負債の履行」には該当しないものと考え

られます。

また、子会社による現物配当資産は、親会社に再配当されるため、子会社が配当対象である被投資会社の株式を管理する必要
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FAQ No. 9

質問：

IROのセクション15H（1）において、「譲渡益」とは、資産の譲渡から生じるいかなる利益または収益をいい、一方、「譲渡」とは、

資産を有償で移転（資産の消滅による移転を除く）することを指します。では、（i）債券の償還、（ii）転換社債の株式への転換は、

「譲渡」に該当するでしょうか？

IRD側の回答：

債券の償還とは、債券発行者が満期時に債券保有者に当該債券の元本を返済することです。これは、IROのセクション15H（1）
に規定される「譲渡」には該当しません。したがって、債券償還によって利益または収益が生じる場合、FSIE税制の下では「譲渡

益」として扱われません。ただし、債券保有者に対して割引価格で発行されたゼロクーポン債の場合、債券取得時の割引価格と

債券保有者が償還時に受け取る額面金額との差額は、借入金の使用に対する報酬としての利子と見なされることになります。

そこから生じる利子は、FSIE税制の適用範囲となります。

転換社債の株式への転換は、納税者による資産の移転が伴わない限り、譲渡とは見なされません。ただし、その株式が後に譲

渡された場合、元の資産（すなわち転換社債）の取得原価は、当該株式の譲渡益を算定する際に考慮されます。

EYの論評：

IRDによる上記の説明、特に転換社債の株式への転換が「譲渡益」と見なされないという点は、この問題に関する不確実性を大

幅に解消するものです。

しかし、債券の償還が「譲渡益」と見なされない一方で、償還価格と債券の取得原価の差額が「利子」と取り扱うという見解につ

いては、それが割引発行されたゼロクーポン債に限定されない可能性があると考えられます。
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